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Ⅰ．調査概要

１．調査目的：その年の春季労使交渉・協議の結果や、人事・労務に関するトッ
プ・マネジメントの意識・意見などを調査するため、1969年から
毎年実施している。
本調査結果は、「経営労働政策特別委員会報告」（経労委報告）
の重要な参考資料として主に活用している。

２．調査対象：経団連会員企業及び東京経営者協会の主要会員企業（計1,484社）
の労務担当役員等

３．調査時期：2018年９月～10月

４．回答状況：有効回答社数485社〔回答率32.7%〕
産業別：製造業217社（44.7%）、非製造業263社（54.2%）、業種無記入５社（1.0%）

規模別：従業員500人以上389社（80.2%）、500人未満87社（17.9%）、
規模無記入９社（1.9%）

１．2018年の労使交渉・協議等における議論、労働条件等の見直し

（１）労働組合の有無 （２）春季労使交渉・協議の実施状況

Ⅱ．調査結果
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行った

72.3%

行わなかった

27.7%

n=481

従業員の過半数で

構成する労働組合

のみがある

63.9%

従業員の半数以下で

構成する労働組合

のみがある

7.8%

従業員の過半数および

半数以下で構成する

労働組合が併存

3.1%

労働組合は

存在しない

25.2%

n=477



77.1%

67.4%

23.8%

21.6%

15.7%

10.3%

5.0%

15.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基本給のベースアップ

定期昇給の実施、賃金体系の維持

諸手当の増額

初任給の引上げ

有期雇用社員・パートタイマー等の

賃金の引上げ

定年後の継続雇用社員の

賃金の引上げ

割増賃金率の引上げ

その他 n=319

（３）賃金関係について、労働組合等と議論・決定した内容
※労働組合のない企業は、労働組合を従業員代表等と置き換えて回答（以下同じ）

① 月例賃金における労働組合等の要求項目（複数回答）

② 月例賃金における回答状況（複数回答）

-2-

55.5%

15.0%

9.4%

6.9%

4.7%

4.7%

0.3%

7.8%

8.5%

50.2%

11.0%

10.7%

7.2%

4.4%

1.3%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

基本給のベースアップ

初任給の引上げ

諸手当の増額

有期雇用社員・パートタイマー等の

賃金の引上げ

定年後の継続雇用社員の

賃金の引上げ

割増賃金率の引上げ

その他
n=319

要求通りの回答

要求を下回る回答



③ 月例賃金について、労働組合等の要求とは関係なく、自社の施策として

実施を決定した内容（複数回答）

64.9%

46.5%

25.8%

23.4%

16.2%

14.1%

0.6%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

初任給の引上げ

基本給のベースアップ

有期雇用社員・パートタイマー等の

賃金の引上げ

諸手当の増額

定年後の継続雇用社員の

賃金の引上げ

割増賃金率の引上げ

その他 n=333

④ ベースアップ実施企業における具体的な配分方法（複数回答）

※１：30歳程度まで ※２：30～49歳程度まで ※３：50歳以上

※４：ｎ数は、労働組合の要求の有無を問わずベースアップを実施した企業における本問の有効回答社数。
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45.1%

14.6%

30.6%

9.7%

2.6%

4.5%

10.1%

28.4%

6.0%

0% 20% 40% 60%

一律定額配分

一律定率配分

若年層（※１）へ重点配分

中堅層（※２）へ重点配分

ベテラン層（※３）へ重点配分

子育て世代へ重点配分

業績等に応じた査定配分

職務・資格別に配分

その他 n=268（※４）



⑤ 直近５年間（2014～2018年）でベースアップを実施した企業（複数回答）

⑥ 直近５年間（2014～2018年）のベースアップの実施回数

41.6%

56.7%

44.1%

46.0%

54.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

2014年

2015年

2016年

2017年

2018年 n=485

０回

27.8%

１回

12.6%

２回

11.8%

３回

11.5%

４回

9.7%

５回

26.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=48572.2%

⑦ 賞与・一時金額の
前年度実績との比較（組合員平均）

⑧ 賞与・一時金額の
労働組合の要求との比較（組合員平均）

※：業績連動方式など

前年度より増額

54.6%
前年度の水準維持

32.0%

前年度より減額

13.4%

n=469

要求を上回る

6.2%

要求通り

34.7%

要求を下回る

36.5%

交渉による

決定ではない※

22.6%

n=337

-4-



① 議論した内容（複数回答）

（４）賃金以外の項目で、労働組合等と議論・決定した内容

49.1%

45.8%

34.1%

22.9%

21.0%

15.0%

13.1%

12.1%

10.7%

9.8%

9.8%

9.3%

8.4%

7.9%

6.1%

19.2%

63.4%

74.8%

41.0%

32.8%

19.3%

43.8%

13.1%

23.1%

29.7%

16.2%

14.5%

31.4%

6.9%

7.2%

22.4%

9.0%

-200% -150% -100% -50% 0% 50% 100%

-200%-150%-100%-50%0%50%100%

100%

年次有給休暇の取得促進

時間外労働の削減・抑制

裁量労働制またはフレックスタイム制の導入・見直し

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

定年後継続雇用労働者の処遇改善

テレワークの導入・拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

勤務間インターバル制度の導入・拡充

女性の活躍推進に向けた取組み

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

所定労働時間の短縮

年間勤務日数の削減

メンタルヘルス対策の拡充

その他

＜春季労使交渉で議論＞ ＜春季労使交渉以外の場で議論＞

n=214 n=290

② 実施を決定または実施した内容（複数回答）

62.3%

61.8%

40.3%

33.9%

33.2%

29.4%

25.1%

24.6%

20.3%

14.4%

12.4%

11.4%

10.4%

6.1%

5.1%

13.7%

0% 20% 40% 60% 80%

年次有給休暇の取得促進

時間外労働の削減・抑制

育児関連施策の拡充

女性の活躍推進に向けた取組み

テレワークの導入・拡充

介護関連施策の拡充

メンタルヘルス対策の拡充

定年後継続雇用労働者の処遇改善

裁量労働制またはフレックスタイム制の導入・見直し

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

年間勤務日数の削減

所定労働時間の短縮

その他
n=395
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２．労働生産性向上と人材育成の取組み

（１）新たなビジネスやイノベーションの創出に向けた
具体的な取組み（複数回答）

54.5%

47.8%

42.4%

40.5%

30.9%

21.7%

21.1%

17.3%

12.5%

7.5%

6.5%

1.3%

0.2%

38.4%

30.6%

29.1%

28.1%

47.4%

19.3%

37.5%

22.4%

26.0%

8.8%

10.9%

1.7%

0.2%

-160% -140% -120% -100% -80% -60% -40% -20% 0% 20% 40% 60% 80%

挑戦する社内風土の醸成

中途採用など外部人材の積極的な採用と活躍推進

社員から公募したアイデアによる新規事業・商品開発

組織や業務体制の見直し

社員の知識・スキル向上のために教育・研修

成長分野・重点分野への戦略的な人事異動

研究開発や商品開発に関する部門の強化

時間や場所にとらわれない柔軟な働き方の推進

外部との連携による共同研究・開発

新たな発想を創出する職場づくり

権限委譲の推進

その他

特にない

80%

＜現在注力している＞ ＜今後（５年程度）注力したい＞

n=479 n=477

60% 40% 20%

（２）人材育成施策の対象として最も注力している・注力したい階層
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9.7%

3.0%

0.7%

26.7%

19.1%

24.2%

9.9%

5.1%

1.6%

12.0%

2.3%

2.1%

28.5%

26.4%

20.2%

2.8%

4.8%

0.9%

0% 10% 20% 30%

役員候補層

シニア管理職層

シニア非管理職層

ミドル管理職層

中堅層

若年層

新入社員

その他

注力している階層はない

現在〔n=434〕

今後（５年程度）〔n=435〕



15 

14 

4 

37 

305 

202 

3 

128 

1,048 

18 

217 

396 

421 

25 

10 

60 

9 

5 

43 

405 

228 

3 

215 

944 

21 

213 

265 

336 

54 

9 

0 200 400 600 800 1000 1200

ITや最新技術に関する知識・スキル

製品やサービスに関する知識・スキル

プロセスに関する知識・スキル

マーケティングに関する知識・スキル

経営戦略・事業推進のための知識・スキル

組織開発・組織活性化のための知識・スキル

海外赴任にあたって必要な知識・スキル

ビジネスのグローバル化への対応

リーダーシップ・マネジメント力の向上

ビジネスの基礎知識や一般教養

自社の経営理念・価値観の浸透

階層別に求められる役割の認識

コンプライアンス

社員の適性に応じたキャリア形成

その他

現在 ｎ=476

今後（５年程度） ｎ=470

（点）

（３）人材育成において重視している項目（複数回答）
※上位から順に１～３で回答。１位を３点、２位を２点、３位を１点としてカウント。

①管理職

82 

187 

44 

40 

66 

36 

28 

120 

244 

352 

416 

555 

434 

229 

14 

144 

134 

22 

45 

89 

56 

21 

208 

312 

214 

395 

442 

361 

344 

18 

0 100 200 300 400 500 600

ITや最新技術に関する知識・スキル

製品やサービスに関する知識・スキル

プロセスに関する知識・スキル

マーケティングに関する知識・スキル

経営戦略・事業推進のための知識・スキル

組織開発・組織活性化のための知識・スキル

海外赴任にあたって必要な知識・スキル

ビジネスのグローバル化への対応

リーダーシップ・マネジメント力の向上

ビジネスの基礎知識や一般教養

自社の経営理念・価値観の浸透

階層別に求められる役割の認識

コンプライアンス

社員の適性に応じたキャリア形成

その他

現在 ｎ=477

今後（５年程度） ｎ=468

（点）
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②非管理職



86.3%

71.8%

33.3%

57.8%

50.1%

26.5%

71.8%

23.6%

13.9%

2.3%

0.4%

49.1%

45.0%

28.0%

53.7%

44.7%

30.8%

46.8%

20.6%

21.1%

2.6%

1.8%

-300% -250% -200% -150% -100% -50% 0% 50% 100%

受講料金等の金銭的補助

資格取得に対する手当・一時金等の支給

自主的な勉強会への援助

キャリア形成に関する研修・セミナー等の実施

知識・スキルの向上に資する自主参加型セミナー等の実施

自己啓発に関する相談・面談等の実施

セミナーや通信教育等の情報提供

残業免除や定時退社等の労働時間の配慮

自己啓発のための休暇制度

その他

特に支援していない

100%

＜既に実施している＞ ＜今後（５年程度）実施したい＞

n=483 n=389

（４）社員の自己啓発支援策（複数回答）

知識や経験等を

活かした専門能力の

発揮

45.4%

労働力・人材の確保

28.9%

後進の指導・育成、

技術・技能の伝承

23.4%

補助的業務の遂行

1.9%

その他

0.4%

n=474

３．高齢社員の活躍推進

（１）高齢社員を雇用する目的
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33.3%

23.9%

14.5%

56.4%

55.5%

27.4%

18.0%

3.7%

11.7%

8.2%

0.5%

2.3%

39.4%

24.1%

12.6%

26.1%

25.3%

9.2%

22.7%

12.6%

28.4%

37.4%

3.2%

5.2%

-160% -140% -120% -100% -80% -60% -40% -20% 0% 20% 40% 60% 80%

基本給水準の引上げ

賞与・一時金の増額

賃金以外の処遇改善

人事評価制度

勤務時間・日数など柔軟な勤務制度

異動や担当替えなどによる職務の変更

高齢社員本人の意識転換を目的としたセミナー

高齢社員の上司を対象としたマネジメント研修

継続雇用制度の上限年齢の引上げ

定年年齢の引上げ

定年制の廃止

その他

80%

＜既に実施している＞ ＜検討している＞

n=427 n=348

60% 40% 20%

（２）高齢社員のモチベーション維持・向上のために
検討・実施している施策（複数回答）

70.6%

46.2%

75.6%

53.8%

5.5%

0.8%

62.0%

43.7%

69.0%

35.2%

7.0%

0.0%

-200% -150% -100% -50% 0% 50% 100%

本人へのフィードバック

基本給への反映

賞与・一時金への反映

契約更新の際の参考

その他

評価はしているが、特に活用していない

100%

＜既に実施している＞ ＜検討している＞

n=238 n=71

（３）人事評価の結果の活用方法（複数回答）

※（２）で高齢社員のモチベーション維持・向上のための施策として、「人事評価制度」を

実施または検討していると回答した企業を対象。
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４．副業・兼業の取扱い

（１）副業・兼業に関する方針

現在認めていて、

今後も認める

15.7%

現在認めており、

条件の緩和を検討

5.4%

現在認めているが、

条件の強化を検討

0.8%

現在認めていないが、

認める方向で検討

2.7%

現在認めていないが、懸念事項が

解消すれば、認める方向で検討

31.9%

今後も認めるつもりはない

43.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=483

現在認めている

21.9%

現在認めていない

78.1%

（２）副業・兼業の現状
※（１）で副業・兼業を認めていると回答した企業を対象。
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社員からの申請内容を

確認して許可している

81.7%

社員に届出を義務

付けている

11.5%

社員に申請・届出を義務

付けていない

1.9%

その他

4.8%

n=104



37.7%

34.9%

29.2%

27.4%

25.5%

17.0%

15.1%

2.8%

20.8%

14.2%

0% 10% 20% 30% 40%

社員のモチベーション向上

自社では提供できない仕事経験による

能力向上やアイデアの創出

副業・兼業を認める社会的な動向

優秀な人材の確保・定着

新たな人脈形成による顧客や事業の開拓

社員の収入増

シニア世代のセカンドキャリア開拓

社員の時間管理意識の高揚、労働生産性の向上

その他

特にない n=106

（３）副業・兼業を認めている理由
※（１）で副業・兼業を認めていると回答した企業を対象。

64.6%

54.5%

44.9%

38.6%

29.3%

18.4%

16.8%

9.3%

7.4%

2.7%

2.4%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80%

社員の総労働時間が把握できない

社員の健康確保が図れない

疲労の蓄積によって社員の業務効率が低下する

安全配慮義務が果たせない

情報の漏洩が懸念される

本業との競合が懸念される

自社に対するロイヤリティが低下する

優秀な人材の流出に繋がる

社会保険の事務手続きが煩雑である

自社の社会的信頼が低下する

その他

特にない
n=376

（４）副業・兼業を認めていない理由
※（１）で副業・兼業を認めていないと回答した企業を対象。
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